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再評価審議対象事業一覧表（７事業）  

 

事業名 
（所在地） 

進捗率 
（H15.3） 

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 
社会経済情勢の変化 

事業効果の定性的分析 

自然環境等への 
影響と対策 

①(街路) 

富田目垣線、富田奈

佐原線 
 
（茨木市、高槻市） 

 
Ｂ／Ｃ＝２．３３ 
 

便益総額 

 Ｂ＝  約１２４億円 

総費用 

 Ｃ＝   約５３億円 
 

 

用地 ８０％ 

工事  ０％ 

 

[目的] 

本路線は、高槻市

南西部と茨木市東部

を通過し、府道大阪

高槻京都線及び国道

１７１号に結節する

幹線道路である。 

現道の府道鳥飼八

丁富田線の幅員が狭

小で歩道も無いこと

から、道路の拡幅整

備を行い、自動車交

通の円滑化及び歩行

者等の安全確保を図

る。 

 

[内容] 

延 長 ０．８ｋｍ 

幅 員 ２２．０ｍ 

（２車線） 

道路区分 

第４種第1級 

 

[事業費] 

全体事業費 

    約５０億円 

(内訳) 

 用地費約４６億円 

 工事費約 ４億円 

 

現道や周辺道路が

狭小であることか

ら、暫定的な整備を

行うことにより、交

通流の円滑化と交

通安全性の向上が

図れる。 

 

（現道） 

･府道鳥飼八丁富田線

幅員ｗ＝５～８ｍ 

混雑度 

H6 : 0.51 

H9 : 0.84 

H11: 1.07 

24時間交通量 

H6 :  5,547台

H9 :  8,724台

H11: 12,094台

・幅員が狭く、歩道も

ないため、非常に危

険な状態である。 

・混雑度、交通量とも

増加傾向にあり、混

雑している。 
 

（周辺道路の状況） 

･府道茨木寝屋川線 

混雑度 

H6 : 1.56 

H9 : 1.46 

H11: 1.43 

24時間交通量 

H6 : 15,988台

H9 : 15,090台

H11: 15,851台

・混雑度、交通量とも

若干減少傾向にあ

るものの、依然とし

て混雑している。 

 

［地元等の協力体制］

・地元は事業に協力的

である｡ 

・交通量の増大に伴う

渋滞緩和並びに交通

の安全確保の観点か

ら早期整備が望まれ

ている｡ 

 

・現道拡幅、歩車分離による

交通安全機能の向上 

・災害発生時の緊急輸送路、

避難路の確保 

・道路拡幅による延焼遮断機

能の向上 

・道路空間拡大によるライフ

ライン導入空間の確保 

・周辺狭小道路への迂回交通

量減少による安心・安全性

の向上 

・地域間交流連携の強化 

・物流の効率化の支援 

・十分な幅員が確保された歩

道による快適性の向上 

・周辺狭小道路の迂回交通量

減少による快適性の向上 

 

・道路の整備によ

り旅行速度が

向上し、ＣＯ２

の排出量が削

減される。 

・植樹帯の設置に

より、緑の回復

に努める。 

 

上期分 
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（別表２） 
（１／７）  

委員会における主な審議内容 評 価 

 
（本事業路線整備に伴う府道茨木寝屋川線の渋滞緩和効果について） 

大阪高槻京都線や高槻茨木線等の東西道路と結節する南北道路が少ないことから、本事業路線整

備により、府道茨木寝屋川線の渋滞緩和にも一定の効果があることを確認した。 
なお、現時点で定量的な効果を示すことは困難であるが、今後、事業完了後における交通状況を

踏まえ、本事業の事後評価を行い、その効果を検証していくことについて確認した。 
 
（北摂地域における交通ネットワーク整備の考え方について） 

大阪府道路整備長期計画に基づき、広域交通ネットワークとしての基幹軸の整備並びに広域基幹

軸と緊密に連結する地域内の幹線道路網の整備に努めており、北摂・三島地域においては、広域基

幹軸として都市計画道路十三高槻線をはじめとする京阪軸の整備を進める一方、本事業路線整備の

ほか、都市計画道路茨木寝屋川線や主要地方道大阪高槻線など地域内における広域基幹軸との連結

整備に取り組んでいることを確認した。 
 
（用地買収と工事着手との関係について） 

本事業は、平成６年度の事業採択後、地元協議を経て平成１２年度より用地買収に着手したが、

狭隘区間で一部残っていた物件移転補償が平成１４年度に解決したことから、今年度、工事着手す

る予定であることを確認した。 

 
（用地取得後、工事着手までの間の遊休地について） 

公共事業用地として取得した土地について、工事着手までに相当の時間を要すると予想される場

合には、取得用地の有効活用方策について検討していくべきであるとの意見があった。 

 
事業継続 
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再評価審議対象事業一覧表（７事業）  

 

事業名 
（所在地） 

進捗率 
（H15.3） 

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 
社会経済情勢の変化 

事業効果の定性的分析 

自然環境等への 
影響と対策 

②(海岸(高潮)) 

堺泉北港海岸堺地区 

 

（堺市） 

Ｂ／Ｃ＝２．４７ 

 

便益総額 

 Ｂ＝ １８１．３億円 

 

総費用 

 Ｃ＝  ７３．５億円 

 

 

用地  － ％ 

 工事 ５２％ 

  

[目的] 

既往最大である伊

勢湾台風級の台風

が、大阪に甚大な被

害をもたらした室戸

台風コースで北上し

た時を想定した計画

台風に対応できるよ

う、護岸の改良及び

液状化の対策を施

し、背後住民等の生

命・財産の保全を図

ることを目的とす

る。 

 

[内容] 

事業延長 
Ｌ＝３，１６５ｍ 

護岸改良２，０２０ｍ 

胸壁改良１，１４５ｍ 

水門改良   ２基 

 

[事業費] 

全体事業費 

 約70.8億円 

高潮からの防

ぎょ効果は、事

業完了するこ

とにより発現

される。 

○事業採択の理由 

護岸は昭和40年までに

整備されたものであり、現

況の天端高さ(O.P.+5.50)

では計画台風に対応でき

る天端高さ(O.P.+6.00)に

不足し、かつ老朽化も進ん

でいる。 

また、水門は昭和28年

に建造されたものであり、

老朽化が著しく、機能低下

を招いている。 

なお、阪神・淡路大震災

(平成6年度)を受け、全国

的に液状化対策を踏まえ

た整備がより一層重要視

されるようになった。 

 

○海岸法による事業の位

置付け 

平成11年に海岸法が改

正され、防護のみではなく

環境及び利用面を配慮し

た整備を行う必要が示さ

れた。 

また、大阪湾沿岸海岸保

全基本計画においても当

該地区へ防護機能の確

保・環境回復創造・魅力あ

る景観の創出・海岸利用の

促進といった海岸整備方

針を定めた。 

 

［地元等の協力体制］ 

 地元市から早期安全確

保、早期完了の強い要望が

あるとともに、事業に対す

る協力体制を示している｡ 

 

海とふれ合えることので

きるオープンスペースとし

て整備を行うことによって、

景観や明るさが向上し、防犯

上からも好ましい環境とな

り、また、人々の憩いの場と

なることで背後住民及び就

業者等の居住や就業への活

力を与え、快適性を向上させ

る。 

・海とふれ合える

ことのできる

オープンスペ

ースとして整

備を行う。 

 

・隣接する大浜公

園や歴史的価

値のある史跡

堺旧燈台と調

和のとれた海

岸線の整備を

行う。 

 

上期分 
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（別表２） 
（２／７）  

委員会における主な審議内容 評 価 

 
（本事業の優先度について） 
 防護区域は交通機関や商業施設などの市街化が形成されており、大阪府都市基盤整備中期計画

（案）では最優先として位置付けられ、本事業の優先度が高いことを確認した。 
 
（想定している災害規模の妥当性と施設水準について） 
 現在の高さ基準は過去の大型台風襲来を踏まえ昭和 40 年代に恒久対策として策定したものであ

るが、近年実施した高潮点検等でも必要性については変わりなく、社会経済情勢が変化していると

はいえ、現在も基準は妥当であることを確認した。  
 
（施設のアメニティ機能について） 
 海が見えるよう傾斜護岸としており、景観面にも配慮していることを確認した。 
なお、開放空間として大浜公園等周辺施設と一体利用が図れるよう、地元市と協議を進めていく

べきである。 
 
（史跡旧堺燈台について） 
現在学識経験者等で構成される史跡旧堺燈台調査委員会で、その歴史的価値も考慮して、燈台及

び基礎土台の石垣も含め保存方法等を検討中であることを確認した｡ 
 
（ハザードマップ作成など総合的な防災の取組みについて） 
今後、津波シミュレーションに関するハザードマップ作成を検討していくことについて確認した。 

 
（事業の遅延理由について） 
液状化対策の基準の変更に伴う費用増加などが事業遅延の主な原因であることを確認した。 

   
（海岸法改正に伴う影響について） 
本事業は平成１１年の海岸法改正前から環境面・快適性を取り入れた整備内容としていたため、

法改正による影響はなかったことを確認した。 
 
（安全施策についての取組み姿勢について） 
安全・安心施策は経済再生施策、環境施策ともども重要であり、今後ともバランスをとりながら

順次進めていくという府の考え方について確認した。 

 
事業継続 
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再評価審議対象事業一覧表（７事業） （別表２） 
                                         （３／７）  

事業名 
（所在地） 

進捗率 
(H15.3) 

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 
社会経済情勢の変化 

事業効果の定性的分析 

自然環境等への 
影響と対策 

評

価 

③（街路） 
道祖本摂津北線 

 
（茨木市） 

 

 用地 ９５％ 

 工事 １５％ 

 

 

Ｂ／Ｃ＝２．６０ 
 
便益総額 

  Ｂ＝  ７８億円 
総費用 

  Ｃ＝  ３０億円 
 

 

[目的] 

都市基盤整備公団

が基盤整備を進め

ている彩都（国際

文化公園都市）と

大阪市内とを大阪

中央環状線を介し

て結節し、彩都の

交通動脈としての

機能を担うととも

に、併せて整備を

進めているモノレ

ールの導入空間と

しての機能を発揮

する。 

 

[内容] 

延 長：０．４ｋｍ 

幅 員：22～48 ｍ 

（４車線） 

道路区分： 

第４種第1級 

 

[事業費] 

全体事業費 

   約２８億円 

(内訳) 

用地費約１７億円 

工事費約１１億円 

 

彩都の一部ま

ちびらき（H16

春）にあわせて

暫定２車線の整

備を行うことか

ら、アクセス機

能は確保でき

る。 

(現道の状況) 

･府道茨木摂津線 

混雑度 

H6 :1.20 

H9 :1.45 

H11:0.97 

 

２４時間交通量 

H6 :4,345台

H9 :5,216台

H11:2,935台

 

 

[地元等の協力体制] 

･本事業とあわせて地

元市が駅前広場の整

備を計画しており、市

は協力的である。 

･彩都へのメインのア

クセス道路であるこ

とからまちびらきに

あわせた整備が望ま

れている。 

 

・災害発生時の緊急輸送

路、避難路の確保 

・道路空間確保によるライ

フライン導入空間の確

保 

・彩都の支援 

・地域間交流連携の強化

・物流の効率化の支援 

・良好な都市景観の形成

 

 

・道路の整備により

旅行速度が向上

し、ＣＯ２の排出量

が削減される。 

 

・植樹帯の設置によ

り、緑の回復に努

める 

 

 
事

業

継

続 

上期分 
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再評価審議対象事業一覧表（７事業） （別表２） 
                                         （４／７） 

事業名 
（所在地） 

進捗率 
(H15.3) 

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 途中段階

の効果 

事業を巡る 
社会経済情勢の変化 

事業効果の定性的分析 

自然環境等への 
影響と対策 

評

価 

④（連続立体交差） 

南海本線 

 

（泉大津市） 

   

用地 ９６％

工事 ２５％

 

Ｂ／Ｃ＝２．４２ 

 

便益総額 

 Ｂ＝ ９４８．６億円 

総費用 

 Ｃ＝ ３９１．４億円 

 

[目的] 

本路線は、大阪市

と和歌山市・関西国

際空港を結ぶ幹線鉄

道であり、とりわけ、

本事業区間のラッシ

ュ時における踏切遮

断は長時間にわた

り、踏切部で発生す

る交通渋滞が著し

い。そこで、踏切を

除去し、沿道の交通

渋滞を緩和するとと

もに、鉄道による市

街地分断を解消する

ものである。 

 

[内容] 

延長：２．４ｋｍ 

高架化される駅： 

松ﾉ浜駅、泉大津駅 

踏切除却数:８ｹ所 

 

[事業費] 

全体事業費 

約４８０億円 

(内訳) 

用地費 

約１８６億円 

工事費 

  約２９４億円 

 

(国29.5%･府35.5%･

市 17.7% ･ 鉄 道

17.3%) 

 

 なし 

 

(電鉄の運行状況) 

 ○列車本数(日) 

 △遮断時間(日) 

（上:計画時点、下:再評価時点） 

○:370 

△:6.62 

○:445 

△:8.46 
 

(踏切交通量（日）) 

（上:計画時点、下:再評価時点） 
北助松６号  3,340台 

松ノ浜２号 11,617台 

松ノ浜３号  2,843台 

泉大津１号  2,153台 

泉大津２号  9,344台 

泉大津４号  3,079台 

北助松６号  3,242台 

松ノ浜２号 17,694台 

松ノ浜３号  4,175台 

泉大津１号  3,074台 

泉大津２号 11,995台 

泉大津４号  3,400台 

 

[地元等の協力体制] 

地域住民の事業早期完成に

対する要望が強い。 

 

・踏切事故が解消される。

・渋滞緩和により緊急車両

の通行が容易となる。 

・駅及びその周辺の整備に

あわせ、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化が促進

・鉄道で分断されていた地

域が一体化することで、

発展・活性化が図られる。

・渋滞緩和によりﾊﾞｽ等の定

時性が確保される。 

・高架化に伴い鉄道の騒音

の改善が図られる。 

・渋滞の解消に伴い、大気

汚染、騒音、地球温暖化

等の改善に寄与する。 

 

 

・既成市街地にお

ける既存の鉄道

の立体交差事業

であり、新たに

自然環境に与え

る影響はほとん

どない。 

 

・渋滞緩和による

大気質への負荷

物質の排出量の

抑制に寄与 

 

 
事

業

継

続 

上期分 
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再評価審議対象事業一覧表（７事業） （別表２） 
                                         （５／７） 

事業名 
（所在地） 

進捗率 
(H15.3) 

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 
社会経済情勢の変化 

事業効果の定性的分析 

自然環境等への 
影響と対策 

評

価 

⑤（砂防） 

山辺川 

 

（能勢町） 

 

 用地 １００％ 

 工事  ５０％ 

 

  

Ｂ／Ｃ＝２．２４ 
 
便益総額 

   Ｂ＝ ５１．５億円 
総費用 

   Ｃ＝ ２３．０億円 
 

  

 

[目的] 

都市に直接的に土

砂災害を及ぼす恐

れのある渓流にお

いて砂防施設の整

備を促進し、土石

流等の土砂災害に

備える。 

 

[内容] 

砂防えん堤 1基 

堤高：18.0ｍ 

堤長：75.0ｍ 

 

[事業費] 

全体事業費 

 約２０．０億円 

 

(内訳) 

用地費約 7.6億円 

工事費約12.4億円 

・えん堤高７ｍま

で施工済。 

・えん堤高７ｍま

での土砂整備

効果が見込ま

れる。 

 

なし 

 

 

 

 

 

[地元等の協力体制] 

町から強い要望があ

り、全面的な協力体制

を得ている。 

・土砂災害による被害の軽減

が図れる。 

・砂防ダムについて化粧を

し、周辺に調和するよう配

慮する。 

 

砂防ダムにより、渓

床、渓岸の侵食が防

止されるため、堆砂

敷より上流の樹木を

保全できる。 

 

 
事

業

継

続 

 

上期分 
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再評価審議対象事業一覧表（７事業） （別表２） 
                                         （６／７） 

事業名 
（所在地） 

進捗率 
(H15.3) 

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 
社会経済情勢

の変化 
事業効果の定性的分析 

自然環境等への 
影響と対策 

評

価 

⑥（砂防） 

寺川 

 

（大東市） 

 
用地 １００％ 
工事  ７５％ 
 
  

Ｂ／Ｃ＝３．９２ 
 
便益総額 

   Ｂ＝ ７５．９億円 
総費用 

   Ｃ＝ １９．４億円 
 

  

 

[目的] 

都市に直接的に土砂災

害を及ぼす恐れのある

渓流において砂防施設

の整備を促進し、土石

流等の土砂災害に備え

る。 

 

[内容] 

渓流保全工 

護岸工：354.0ｍ 

 

[事業費] 

全体事業費 

約１０．２億円 

 

(内訳) 

用地費約4.2億円 

工事費約6.0億円 

 ・護岸工２３３

ｍ施工済。 

・護岸工２３３

ｍ完成分の土

砂整備効果が

見込まれる。 

 

なし 

 

 
[地元等の協力体制]

地元の全面的な

協力あり。 

土砂災害による被害の軽減

が図れる。 

 

 

特になし 

 

 
事

業

継

続 

 

上期分 
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再評価審議対象事業一覧表（７事業） （別表２） 
                                         （７／７） 

事業名 
（所在地） 

進捗率 
(H15.3) 

事業効果の定量的分析 
（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 
社会経済情勢の変化 

事業効果の定性的分析 

自然環境等への 
影響と対策 

評

価 

⑦（砂防） 

千塚川 

 

（能勢町） 

 
用地 １００％ 
工事   ０％ 

 

Ｂ／Ｃ＝９．６５ 
 
便益総額 

   Ｂ＝ ４５．５億円 
総費用 

   Ｃ＝  ４．７億円 
 

  

 

[目的] 
都市に直接的に
土砂災害を及ぼ
す恐れのある渓
流において砂防
施設の整備を促
進し、土石流等
の土砂災害に備
える。 
 
[内容] 
砂防えん堤1基 
堤高：14.5ｍ 
堤長：78.0ｍ 

 
[事業費] 
全体事業費 
 約４．５億円 
 

(内訳) 
用地費約１．８億円 

工事費約２．７億円 

 

 
なし 

 

なし 

 

 

[地元等の協力体制] 

･市の全面的な協力あ

り。 

･工事用進入路にあた

る土地所有者の理解

が得られない。 

土砂災害による被害の軽減

が図れる。 

 

 

砂防ダムにより、渓

床、渓岸の侵食が防

止されるため、堆砂

敷より上流の樹木を

保全できる。 

 

 
事

業

継

続 

 
 

上期分 
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